
●　改正の趣旨

●　大阪府における認定こども園の４つのタイプ

※ １号 ⇒ 満３歳以上で教育を希望する子ども、２号 ⇒ 満３歳以上で保育が必要な子ども、３号 ⇒ 満３歳未満で保育が必要な子ども

「大阪府認定こども園の認定の要件に関する基準を定める条例」及び「大阪府認定こども園の認定に関する審査基準」の一部改正案について

　幼稚園と保育所の機能や特長をあわせ持ち、地域の子育て支援を行う施設である「認定こども園」には、「幼保連携型」、「幼稚園型」、「保育所型」、「地方裁量型」という４
つのタイプがあり、これらを認定する認定制度が平成１８年度から導入されています。
　平成２７年４月から始まる「子ども・子育て支援新制度」では、認定こども園のうちの「幼保連携型認定こども園」について、これまでの認定から新たな認可となります。
　今回の一部改正は、この新たな「幼保連携型認定こども園」における職員の配置や園舎の面積といった設備及び運営に関する基準を新たに定めるとともに、幼保連携型
以外のタイプの認定こども園についても、幼保連携型認定こども園の基準との整合性の観点から、認定の要件について整理を行うものです。
　なお、今回の一部改正により、条例の題名については、「大阪府認定こども園の認定の要件又は設備及び運営に関する基準を定める条例」と改め、審査基準の題名につ
いては、「大阪府認定こども園の認定又は設置認可に関する審査基準」と改めます。

幼保連携型認定こども園 幼稚園型認定こども園 保育所型認定こども園 認可外施設型認定こども園

機能・特長

幼稚園と保育所が一体化した認
可施設として、教育・保育を提供
するもの

幼稚園が保育所的な機能を備
えているもの

保育所が幼稚園的な機能を備
えているもの

認可外保育施設で教育・保育を
提供するもの

１号、２号、３号
　（１号あるいは３号の定員を設
定しなくても可）

①１号、２号
②１号、２号、３号
（３号の定員を設定しなくても可）

１号、２号、３号
（１号については必ず設定）

１号、２号、３号
（１号については必ず設定）

構成施設

幼保連携型認定こども園

（これまでは幼稚園＋保育所であったが、新
制度では一体化された認可施設となる）

①幼稚園
②幼稚園　＋　認可外保育施設

保育所 認可外保育施設で保育所の基
準を満たす施設

定員構成
（※）



●　「大阪府認定こども園の認定の要件に関する基準を定める条例」の一部改正について

　本条例で一部改正する主なものは、次のとおりです。これら以外のものについては、本府の実情に、国の基準と異なる内容を定める事情、特性はないことから、国基準
（政省令）で定める基準を用いて大阪府の基準とします。

おおむね三十人
につき一人以上

幼保連携
型以外の
認定こども
園

教育及び
保育に従
事する者
の数

認定こども園には、満一歳未満の
子どもおおむね三人につき一人以
上、満一歳以上満三歳未満の子ど
もおおむね六人につき一人以上、満
三歳以上満四歳未満の子どもおお
むね二十人につき一人以上、満四
歳以上の子どもおおむね三十人に
つき一人以上の教育及び保育に従
事する者を置かなければならない。
ただし、常時二人を下回ってはなら
ない。

参酌
基準

幼保連携型認定こども園以外の認
定こども園には、満一歳に満たない
子どもおおむね三人につき一人以
上、満一歳以上満三歳に満たない
子どもおおむね六人につき一人以
上、満三歳以上満四歳に満たない
子どもおおむね二十人につき一人
以上、満四歳以上の子どもおおむ
ね三十人につき一人以上の教育及
び保育に従事する者を置かなけれ
ばならない。

認定こども園には、次の表の上欄に
掲げる区分に応じ、それぞれ同表
の下欄に定める数の保育に従事す
る者を置かなければならない。

おおむね三十五
人につき一人以
上

満三歳以上四
歳に満たない子
どものうち保育
所と同様に一日
に八時間程度利
用するもの（以
下「長時間利用
児」という。）

国基準の改正に伴う改正であり、現
行基準と異なった内容を規定するこ
とになるが、本府の実情に、国の基
準と異なる内容を定める事情、特性
はないことから、国の基準を用いて
大阪府の基準とする。

区分
保育に従事する

者の数

満一歳に満たな
い子ども

おおむね三人に
つき一人以上

満一歳以上満
三歳に満たない
子ども

おおむね六人に
つき一人以上

満三歳以上四
歳に満たない子
どものうち幼稚
園と同様に一日
に四時間程度利
用するもの（以
下「短時間利用
児」という。）

おおむね二十五
人につき一人以
上

満四歳以上の
子どものうち短
時間利用児

おおむね二十人
につき一人以上

満四歳以上の
子どものうち長
時間利用児

タイプ 項目 国基準（府省令） 大阪府条例改正案 大阪府現行条例 大阪府の考え方

　（ここでいう国基準（政省令）とは、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第三条第二項及び第四項の規定に基づき内閣総理大臣、文部科学大臣及び厚生労働大臣が定
める施設の設備及び運営に関する基準」（平成２６年／内閣府／文部科学省／厚生労働省告示第２号）及び「幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準」（平成２６年／内閣府／
文部科学省／厚生労働省令第１号）のことを指します。）
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参酌
基準

参酌
基準

参酌
基準

幼保連携
型以外の
認定こども
園

食事の提
供

認定こども園は、当該認定こども園
の子どもに食事を提供するときは、
当該認定こども園内で調理する方
法により行わなければならない。

幼保連携型認定こども園以外の認
定こども園は、保育を必要とする子
どもに対し、当該認定こども園内で
調理する方法により、食事を提供し
なければならない。

認定こども園は、当該認定こども園
の子どもに食事を提供するときは、
当該認定こども園内で調理する方
法により行わなければならない。

保育所や幼保連携型認定こども園
において、保育を必要とする子ども
に対する食事の提供が必須である
中、同じように保育を必要とする子
どもを保育する幼保連携型認定こ
ども園以外の認定こども園において
も、子どもの処遇に差をつけないた
めに、同じように食事を提供するこ
とが必要である。また、子ども・子育
て支援新制度のもと施設の運営費
に充てられる公定価格において、認
定こども園が食事を提供しないこと
を想定した価格設定がされていな
いため、国においても、大阪府と同
様の考えであると考えられる。した
がって、国基準に加えて大阪府の
基準とする。

大阪府の考え方

幼保連携
型以外の
認定こども
園

設置すべ
き施設設
備

認定こども園には、保育室又は遊
戯室、屋外遊戯場及び調理室を設
けなければならない。

幼保連携型認定こども園以外の認
定こども園には、保育室又は遊戯
室、屋外遊戯場、調理室及び便所
を設けなければならない。

認定こども園には、保育室又は遊
戯室、屋外遊戯場及び調理室を設
けなければならない。

国基準及び現行条例に上乗せして
便所の必置を規定するという内容
であるが、保育所や新たな幼保連
携型認定こども園の基準において
は便所は必置と規定されており、子
どもの処遇に差をつけるべき事情
や特性がないことから、新たに国基
準に加えて大阪府の基準とする。

タイプ 項目 国基準（府省令） 大阪府条例改正案 大阪府現行条例

幼保連携
型以外の
認定こども
園

食事の提
供の特例

幼稚園型認定こども園の子どもに
対する食事の提供について、当該
幼稚園型認定こども園内で調理す
る方法により行う子どもの数が二十
人に満たない場合においては、当
該食事の提供を行う幼稚園型認定
こども園は、調理室を備えないこと
ができる。この場合において、当該
幼稚園型認定こども園においては、
当該食事の提供について当該方法
により行うために必要な調理設備を
備えなければならない。

幼稚園型認定こども園の子どもに
対する食事の提供について、当該
幼稚園型認定こども園内で調理す
る方法により行う子どもの数が二十
人に満たない場合においては、当
該食事の提供を行う幼稚園型認定
こども園は、調理室を備えないこと
ができる。この場合において、当該
幼稚園型認定こども園においては、
当該食事の提供について当該方法
により行うために必要な調理設備を
備えなければならない。

規定なし 本府の実情に、国の基準と異なる
内容を定める事情、特性はないこと
から、国の基準を用いて大阪府の
基準とする。
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規定
なし

規定
なし

従う
べき
基準

タイプ 項目 国基準（府省令） 大阪府条例改正案 大阪府現行条例 大阪府の考え方

規定なし 幼保連携型認定こども園の職員
は、健全な心身を有し、豊かな人間
性及び倫理観を備え、教育及び保
育並びに子育ての支援に熱意のあ
る者であって、できる限り教育及び
保育並びに子育ての支援の理論及
び実務について訓練を受けた者で
なければならない。

規定なし 保育所を含む児童福祉施設の基準
では規定されているものの、幼保連
携型認定こども園の国基準では規
定されていないものであるが、幼保
連携型認定こども園が児童福祉施
設であることを鑑みて、追加するこ
とが適切であると考えるものであ
り、幼保連携型認定こども園の特性
に則した規定とした上で、国基準に
加えて大阪府の基準とする。

幼保連携
型認定こど
も園

非常災害
対策

規定なし 幼保連携型認定こども園は、非常
災害に備え、消火器等の消火用
具、非常口その他の災害対策に必
要な設備を設けるとともに、災害対
策に関する具体的な計画を作成し、
これに対する不断の注意を払い、及
び訓練を行うように努めなければな
らない。
この訓練のうち、避難及び消火の訓
練は、少なくとも毎月一回行わなけ
ればならない。

規定なし 保育所を含む児童福祉施設の基準
では規定されているものの、幼保連
携型認定こども園の国基準では規
定されていないものであるが、幼保
連携型認定こども園が児童福祉施
設であることを鑑みて、追加するこ
とが適切であると考えるものであ
り、国基準に加えて大阪府の基準と
する。

幼保連携
型認定こど
も園

学級の編
制

満三歳以上の園児については、教
育課程に基づく教育を行うため、学
級を編制するものとする。
一学級の園児数は、三十五人以下
を原則とする。

満三歳以上の園児については、教
育課程に基づく教育を行うため、学
級を編制するものとする。
一学級の子どもの数は、満三歳以
上満四歳に満たない子どもについ
ては二十五人以下とし、満四歳以
上の子どもについては三十五人以
下とする。
この規定にかかわらず、教育及び
保育を適切に行うことができると知
事が認める場合には、満三歳以上
満四歳に満たない子どもで編制す
る一学級の子どもの数は、三十五
人以下とすることができる。

短時間利用児及び長時間利用児に
共通する四時間程度の利用時間に
ついては、満三歳以上の子どもにつ
いて学級を編制し、各学級ごとに少
なくとも一人の職員に担当させなけ
ればならない。
一学級の子どもの数は、満三歳以
上満四歳に満たない子どもについ
ては二十五人以下とし、満四歳以
上の子どもについては三十五人以
下とする。
この規定にかかわらず、教育及び
保育を適切に行うことができると知
事が認める場合には、満三歳以上
満四歳に満たない子どもで編制す
る一学級の子どもの数は、三十五
人以下とすることができる。

国基準を上回る基準となっている
が、現行条例で定めている基準で
あり、この現行の基準を変更すべき
事情、特性はないことから、現行条
例で定めている基準を引き続き大
阪府の基準とする。

幼保連携
型認定こど
も園

職員の一
般的要件
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従う
べき
基準

幼保連携
型認定こど
も園

幼保連携
型認定こど
も園の設
置に係る
特例

施行日の前日において現に幼稚園
を設置している者が、当該幼稚園を
廃止し、当該幼稚園と同一の所在
場所において、当該幼稚園の設備
を用いて幼保連携型認定こども園を
設置する場合における設備面積の
基準の適用については、当分の間、
次のとおりとする。
一　乳児室　一・六五平方メートル
に満二歳未満の園児のうちほふくし
ないものの数を乗じて得た面積
二　ほふく室　三・三平方メートルに
満二歳未満の園児のうちほふくする
ものの数を乗じて得た面積

施行日の前日において現に幼稚園
を設置している者が、当該幼稚園を
廃止し、当該幼稚園と同一の所在
場所において、当該幼稚園の設備
を用いて幼保連携型認定こども園を
設置する場合における設備面積の
基準の適用については、当分の間、
次のとおりとする。
一　乳児室　一・六五平方メートル
に満二歳に満たない園児のうちほ
ふくしない園児の数を乗じて得た面
積
二　ほふく室　三・三平方メートルに
満二歳に満たない園児のうちほふく
する園児の数を乗じて得た面積
三　保育室又は遊戯室　一・九八平
方メートルに満二歳以上満三歳に
満たない園児の数を乗じて得た面
積

規定なし 現行条例では、既存の幼稚園に対
し、満三歳以上の子どもの保育室
又は遊戯室（以下「保育室等」とい
う。）については園舎の面積基準を
満たす限り適用しなくてもよいとなっ
ている。一方で、国基準の特例で
は、保育室等の面積基準そのもの
が免除されているため、満二歳以
上の保育室等について考慮する必
要がないことになる。したがって、国
基準は現行条例より、基準を緩和し
ていることになる。国基準に従った
場合、満三歳以上の子どもについ
ては、保育室等の面積基準を考慮
しないとしても園舎の面積基準に
よって子どもの教育・保育に必要な
面積が確保されるが、一方で、満二
歳の子どもの保育に必要な面積を
担保する基準がないことになる。そ
のため、国基準に加えて、満二歳の
子どもの保育に必要な面積の基準
を定める。

タイプ 項目 国基準（府省令） 大阪府条例改正案 大阪府現行条例 大阪府の考え方
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●　「大阪府認定こども園の認定に関する審査基準」の一部改正について

　本審査基準で一部改正する主なものは、次のとおりです。

タイプ 項目 条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方

すべての
認定こども
園

通園上の
配慮

幼保連携型認定こども園以外の認定こど
も園は、子どもの健康及び安全を確保す
るため、疾病予防、防災、防犯等に関する
体制を整えておくとともに、当該認定こども
園において事故等が発生した場合の補償
を円滑に行うことができるよう、適切な保
険又は共済制度に加入しておかなければ
ならない。
幼保連携型認定こども園の位置は、その
運営上適切で、通園の際安全な環境にこ
れを定めなければならない。

通園バスを運行する場合は、子ども
の健全な発達と適正な教育時間を
確保する観点から、子どもの乗車時
間は最長４０分程度とする。

規定なし 通園バスを運行する場合は、子ども
の健全な発達と適正な教育時間を
確保する観点から、長時間に渡って
移動することは好ましくないため、
現在の大阪府の私立幼稚園認可
の審査基準で設けられている規定
を認定こども園の審査基準にも規
定する。

すべての
認定こども
園

満３歳未満
の子どもの
定員を設け
るときの施
設設備

乳児室の面積は満二歳に満たない子ども
のうちほふくしない子ども一人につき一・
六五平方メートル以上、ほふく室の面積は
満二歳に満たない子どものうちほふくする
子ども一人につき三・三平方メートル以上
でなければならない。

乳児室及びほふく室の面積の算定
に当たっては、「地域の自主性及び
自立性を高めるための改革の推進
を図るための関係法律の整備に関
する法律の一部の施行に伴う厚生
労働省関係省令の整備に関する省
令について」の留意事項について
（平成２３年１０月２８日雇児発１０２
８第１号厚生労働省雇用均等・児童
家庭局保育課長通知）を踏まえるも
のとする。

規定なし 乳児室及びほふく室の面積を算定
する際の取り扱いについて具体的
に示したものを審査基準に追加す
る。

（参考）国通知から
ほふくをしない子どもとほふくをする
子どもの内訳（見込み）について
は、下記の事項に留意されたい。
（一）一般に、１歳児にあっては、そ
のほとんどがほふくをする子どもで
あると考えられること。
（二）一般に、０歳児にあっても、満
１歳に達する以前にほふくをするに
至る子どもが相当数みられること。
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幼保連携
型以外の
認定こども
園

認定こども
園の長

認定こども園の長は、教育及び保育並び
に子育ての支援を提供する幼保連携型認
定こども園以外の認定こども園の機能を
総合的に発揮させるよう管理及び運営を
行う能力を有しなければならない。

認定こども園の長が有する「管理及
び運営を行う能力」は、次のいずれ
にも該当するものとする。
・幼稚園型認定こども園の長におい
ては学校教育法施行規則第２０条
から第２２条までに規定する幼稚園
の園長として３年以上従事した実績
があることとし、保育所型認定こども
園及び認可外施設型認定こども園
の長においては就学前の子どもに
関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律施行規則第
１２条第１項各号に掲げる職に３年
以上従事した実績があることとす
る。ただし、同号で掲げる施設の経
営に３年以上従事した実績があり、
かつ、当該施設の管理運営実務に
も精通している等、認定こども園の
管理及び運営を行う能力があると
認められる場合は、この限りでな
い。
・社会福祉法第３６条第４項各号の
いずれにも該当しないこと。
・学校教育法第９条各号のいずれに
も該当しないこと。

認定こども園の長が有する「管理及
び運営を行う能力」は、次のいずれ
にも該当するものとする。
・幼稚園の園長、保育所の所長又
は児童福祉施設の設備及び運営に
関する基準を認定申請時において
満たす認可外保育施設の施設長と
して３年以上従事した実績があるこ
と。ただし、これらの施設の経営に３
年以上従事した実績があり、かつ、
当該施設の管理運営実務にも精通
している等、認定こども園の管理及
び運営を行う能力があると認められ
る場合は、この限りでない。
・社会福祉法第３６条第４項各号の
いずれにも該当しないこと。
・学校教育法第９条各号のいずれに
も該当しないこと。

幼保連携型認定こども園の園長の
資格が規定されたことに伴い、現行
基準との整合性を図った上で、それ
に準ずるものとする。

（参考）
幼保連携型認定こども園の園長の
資格は、教諭の専修免許状又は一
種免許状を有し、かつ、保育士の登
録を受けており、及び、幼稚園の園
長などの職に五年以上あることとす
る。

条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方

幼保連携
型以外の
認定こども
園

職員の資
格

学級担任は、幼稚園教諭の免許状を有す
る者でなければならない。ただし、保育士
の資格を有する者のうち幼稚園教諭の免
許状の取得に向けた努力を行っている者
を学級担任とすることができる。
満三歳以上の子どものうち長時間利用児
の保育に従事する者は、保育士の資格を
有する者でなければならない。ただし、幼
稚園教諭の免許状を有する者のうち保育
士の資格の取得に向けた努力を行ってい
る者を当該長時間利用児の保育に従事す
る者とすることができる。

「幼稚園教諭の免許状の取得に向
けた努力」及び「保育士の資格の取
得に向けた努力」は、次に掲げる事
項を実施しているものとし、申請日
から３年以内に取得するよう努める
ものとする。
・申請日より過去３年以内に、資格
を取得するため大学若しくは専修学
校の通信講座又は夜間講座におい
て所要の単位の修得に向けて履修
していること。
・その他の通信講座の受講又は勉
強会への参加その他併有に向けた
努力を行っていることが客観的に認
められる事由があること。

「幼稚園教諭の免許状の取得に向
けた努力」及び「保育士の資格の取
得に向けた努力」は、次に掲げる事
項を実施していることとする。
・申請日より過去３年以内に、資格
を取得するため大学若しくは専修学
校の通信講座又は夜間講座におい
て所要の単位の修得に向けて履修
していること。
・その他の通信講座の受講又は勉
強会への参加その他併有に向けた
努力を行っていることが客観的に認
められる事由があること。

保育所を含む児童福祉施設の設備
運営基準の条例で、現在、幼稚園
教諭の免許状又は保育士資格の
取得に向けた努力をしていると知事
が認めた者を保育士とみなす規定
があり、その承認の有効期間を３年
とする規定があるが、国基準（児童
福祉施設の政省令）の改正により、
この規定が削除されるため、本審
査基準に努力義務として規定する。

タイプ 項目
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タイプ 項目 条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方

幼保連携
型以外の
認定こども
園

園舎の面
積

幼保連携型認定こども園以外の認定こど
も園の園舎の面積（満三歳に満たない子
どもの保育を行う場合にあっては、満二歳
以上満三歳に満たない子どもの保育の用
に供する保育室、遊戯室その他の施設設
備の面積及び満二歳に満たない子どもの
保育の用に供する乳児室、ほふく室その
他の施設設備の面積を除く。）は、次に定
める面積（平方メートル）以上でなければ
ならない。
一学級 百八十
二学級以上 学級数から二を減じた数に百
を乗じた数に三百二十を加えて得た数

園舎の面積の算定に当たっては、
幼稚園と保育所の施設の共有化等
に関する指針について（平成１０年
３月１０日文初幼第４７６号・児発第
１３０号文部省初等・中等教育・厚
生省家庭局長連名通知）に準じて
算定するものとする。

規定なし 園舎の面積を算出するに当たって、
満３歳未満と満３歳以上の部分に
分けて面積按分をする必要がある
場合があるが、その面積按分をす
るための算出方法の根拠を示した
ものを審査基準に追加する。

（参考）国通知から
共用部分については、原則として幼
稚園及び保育所の各々の専有面積
により按分して管理するなど。

幼保連携
型以外の
認定こども
園

屋外遊戯
場の屋上
での設置

屋外遊戯場の面積は、次に掲げる基準を
満たさなければならない。
・満二歳以上の子ども一人につき三・三平
方メートル以上であること。
・次に定める面積（平方メートル）に、満二
歳以上満三歳に満たない子どもについて
前の規定により算定した面積を加えた面
積以上であること。
二学級以下 学級数から一を減じた数に三
十を乗じた数に三百三十を加えて得た数
三学級以上 学級数から三を減じた数に八
十を乗じた数に四百を加えて得た数

屋外遊戯場を屋上に設置するとき
は、児童福祉施設最低基準の一部
改正について（平成１４年１２月２５
日雇児発第１２２５００８号厚生労働
省雇用均等・児童家庭局長通知）の
第２の５に掲げる要件を満たすもの
とする。

規定なし 屋外遊戯場を屋上に設置する場合
の取り扱いについて具体的に示し
たものを審査基準に追加する。

（参考）国通知から
屋上施設として、便所、水飲場等を
設けることや、屋上から地上又は、
避難階に直通する避難用階段が設
けられていることなど。
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幼保連携
型以外の
認定こども
園

開園の日
数及び時
間

幼保連携型認定こども園以外の認定こど
も園の開園日数及び開園時間は、保育を
必要とする子どもに対する保育を適切に
提供できるよう、保護者の就労の状況等
の地域の実情に応じて定められなければ
ならない。

保育を適切に提供できるよう、１年
の開園日数は日曜日及び国民の祝
日を除いた日とするよう努めるもの
とし、同項で規定する１日の開園時
間は１１時間とするよう努めるものと
する。

開園日数及び開園時間は、保育の
適切な提供ができる連続した日数
及び時間であることとする。

子ども・子育て支援新制度において
は、保育の必要性のある子どもを
市町村が認定する仕組みとなり、そ
の認定区分について、主にパートタ
イムでの勤務の方を対象とした施
設を８時間利用できる保育短時間
認定と、主にフルタイムでの勤務の
方を対象とした施設を１１時間利用
できる保育標準時間認定の２区分
が設けられることになる。開園の日
数や時間は各施設が決めるもので
あるが、保育標準時間認定の子ど
もを受け入れることができるよう開
園の日数や時間を目安を示し、出
来る限り実施するよう努めることを
新たに規定する。

大阪府の考え方大阪府現行審査基準大阪府審査基準改正案条例における規定項目タイプ

幼保連携
型以外の
認定こども
園

屋外遊戯
場の代替
地での設
置

保育所型認定こども園又は認可外施設型
認定こども園にあっては、屋外遊戯場を、
次に掲げる要件を満たす当該認定こども
園の付近にある適当な場所に代えること
ができる。
・子どもが安全に利用できること。
・利用時間を日常的に確保できること。
・子どもに対する教育及び保育の適切な
提供が可能であること。
・屋外遊戯場の面積に係る基準を満たす
こと。

「利用時間を日常的に確保できるこ
と」は、待機児童解消に向けた児童
福祉施設最低基準に係る留意事項
等について（平成１３年３月３０日雇
児保第１１号厚生労働省雇用均等・
児童家庭局保育課長通知）の１の
(2)に掲げる要件を満たすものとす
る。

規定なし 土地の確保が困難で保育所と同一
敷地内に屋外遊戯場を設けること
が困難な都市部等において、屋外
遊戯場に代わるべき場所（代替地）
に屋外遊戯場を設置できるが、そ
の場合の取り扱いについて具体的
に示したものを審査基準に追加す
る。

（参考）国通知から
屋外遊戯場に代わるべき公園、広
場、寺社境内等が保育所の付近に
あるのであれば、これを屋外遊戯場
に代えて差し支えないなど。
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幼保連携
型認定こど
も園

園庭の屋
上での設
置

園庭の面積は、次に掲げる面積を合算し
た面積以上とする。
○次の面積のうちいずれか大きい面積
・学級数に応じた面積（平方メートル）
二学級以下 学級数から一を減じた数に三
十を乗じた数に三百三十を加えて得た数
三学級以上 学級数から三を減じた数に八
十を乗じた数に四百を加えて得た数
・三・三平方メートルに満三歳以上の園児
数を乗じて得た面積
○三・三平方メートルに満二歳以上満三
歳に満たない園児数を乗じて得た面積

以下の要件を全て満たす場合は、
原則に対する例外的な取扱いとし
て、屋上の面積算入を認める。
① 耐火建築物であること。
② 幼保連携型認定こども園教育・保育
要領に示された教育・保育内容が、効
果的に実施できるような環境とするよう
配慮すること。
③ 屋上（屋上と同一階を含む。）に、便
所、水飲み場等を設けること。
④ 防災上の観点（避難用階段、防火
戸、転落防止の金網、警報設備の設置
等）に留意すること。
⑤ 地上の園庭と同様の環境が確保さ
れているとともに、子どもが室内と戸外
（屋上）の環境を結びつけて自ら多様な
遊びが展開できるよう、子ども自らの意
志で屋上と行き来できると認められる場
合。
⑥ 保育室と同じ階又は保育室がある階
数の上下１階の範囲内に屋上が位置し
ていること。
（この内容について国からの通知が
示される予定であり、大阪府の審査
基準においては国通知の要件を満
たすものと規定する予定。）

規定なし 本府の実情に、国の通知で示す予
定の内容と異なる内容を定める事
情、特性はないことから、国が示す
予定の通知を用いて大阪府の審査
基準とする。

タイプ 項目 条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方
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幼保連携
型認定こど
も園

開園の日
数及び時
間

一日の保育時間、一日の開園時間及び一
年の開園日数については、その地域にお
ける園児の保護者の労働時間その他家
庭の状況等を考慮して、園長がこれを定
めるものとする。

１年の開園日数は日曜日及び国民
の祝日を除いた日を原則とし、同項
で規定する１日の開園時間は１１時
間を原則とする。ただし、弾力的な
運用について認めるものとする。
（弾力的な運用について国からの通
知が示される予定であり、大阪府の
審査基準においては国通知の要件
を満たすものと規定する予定。）

開園日数及び開園時間は、保育の
適切な提供ができる連続した日数
及び時間であることとする。

幼保連携型認定こども園は、児童
福祉施設であり、原則としては、保
育短時間認定の子ども、保育標準
時間認定の子ども、どちらも保育で
きるように運用する必要があるた
め、開園の日数及び時間について
の基準を審査基準に定める。ただ
し、保育の利用希望がない場合な
ど、就労の状況等の地域の実情に
応じ、弾力的な運用について認める
ものとする。

幼保連携
型認定こど
も園

園庭を屋
上に設置
する場合
の保育室
等の取扱
い

三階以上の階に設けられる保育室等は、
原則として、満三歳に満たない園児の保
育の用に供するものでなければならない。

園庭面積として屋上の面積算入が
認められる上記の要件①～⑤を満
たす屋上を有しており、当該屋上が
保育室と同じ階又は保育室がある
階数の上下１階の範囲内に位置し
ている場合は、原則に対する例外
的な取扱いとして、満３歳以上の子
どもの保育室等についても３階以上
の設置を認める。
（この内容について国からの通知が
示される予定であり、大阪府の審査
基準においては国通知の要件を満
たすものと規定する予定。）

規定なし 本府の実情に、国の通知で示す予
定の内容と異なる内容を定める事
情、特性はないことから、国が示す
予定の通知を用いて大阪府の審査
基準とする。

タイプ 項目 条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方
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タイプ 項目 条例における規定 大阪府審査基準改正案 大阪府現行審査基準 大阪府の考え方

幼保連携
型認定こど
も園

保育室の
面積にか
かる移行
特例

施行日の前日において現に幼稚園又は
保育所（その運営の実績その他により適
正な運営が確保されていると認められるも
のに限る。）を設置している者が、当該幼
稚園又は保育所を廃止し、当該幼稚園又
は保育所と同一の所在場所において、当
該幼稚園又は保育所の設備を用いて幼
保連携型認定こども園を設置する場合は
移行特例を設ける。

既存の幼稚園が幼保連携型認定こ
ども園に移行する場合、園舎の面
積の基準を満たしていれば、３歳以
上の子どもの保育室の基準を満た
さなくても移行できるが、この場合に
おいて、保育室の面積は５３平方
メートル以上とする。ただし、３歳児
について、１学級２５人以下で学級
編成を行う場合、保育室の面積は４
１平方メートル以上とする。

規定なし 現在の大阪府の私立幼稚園認可
の審査基準で、保育室の面積に関
する規定が設けられているため、移
行特例により幼保連携型認定こど
も園の保育室の面積の基準の適用
を免除された幼稚園に対し、引き続
き、現在の大阪府の私立幼稚園の
基準については満たすよう認定こど
も園の審査基準に規定する。

幼保連携
型認定こど
も園

園庭を屋
上に設置
する場合
の移行特
例

施行日の前日において現に幼稚園又は
保育所（その運営の実績その他により適
正な運営が確保されていると認められるも
のに限る。）を設置している者が、当該幼
稚園又は保育所を廃止し、当該幼稚園又
は保育所と同一の所在場所において、当
該幼稚園又は保育所の設備を用いて幼
保連携型認定こども園を設置する場合は
移行特例を設ける。

満２歳以上の子どもに係る園庭の
必要面積を、園舎と同一敷地内又
は隣接する位置にある園庭で確保
できない場合、満２歳の子どもに係
る必要面積（１人につき３．３㎡）に
限り、以下の要件を全て満たす場合
は、代替地の面積算入を認める。
①子どもの安全な移動手段が確保
されていること
②子どもが安全に利用できる場所
③利用時間を日常的に確保できる
場所
④教育及び保育の適切な提供が可
能な場所
（この内容について国からの通知が
示される予定であり、大阪府の審査
基準においては国通知の要件を満
たすものと規定する予定。）

規定なし 本府の実情に、国の通知で示す予
定の内容と異なる内容を定める事
情、特性はないことから、国が示す
予定の通知を用いて大阪府の審査
基準とする。
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●　一部改正後の大阪府の条例及び審査基準で定める認定こども園の認定・認可にかかる主な基準（まとめ）

通園バスの乗車時間は最長40分程度 同左

原則、同一敷地
（幼稚園型以外は屋外遊戯場について代替地も可）

同左

保育室／遊戯室、調理室、便所、職員室／保健室、飲料水用等設
備、（2歳未満の子どもがいる場合は）乳児室／ほふく室

保育室／遊戯室、調理室、便所、（2歳未満の子どもがいる場合
は）乳児室／ほふく室

同左

3歳以上
　（2学級以下）
　（3学級以上）
2歳

330＋30×（学級数－1）㎡
400＋80×（学級数－3）㎡
子ども1人につき3.3㎡

同左

原則、教諭免許状と保育士資格を有し、かつ、5年以上の教育職又
は児童福祉事業の経験がある者　（国施行規則で規定）

原則、幼稚園の園長等の職に3年以上従事した実績がある者
（府審査基準で規定）

原則、同一敷地

原則、自園調理　（3歳以上の子どもに対しては外部搬入も可）

（1学級）
（2学級以上）

180㎡
320＋100×（学級数－2）㎡

3歳以上
　（2学級以下）
　（3学級以上）
　あるいは
2歳

330＋30×（学級数－1）㎡
400＋80×（学級数－3）㎡
子ども1人につき3.3㎡
子ども1人につき3.3㎡

（保育室）
（ほふく室）
（乳児室）

2歳以上の子ども1人につき1.98㎡
2歳未満の子ども1人につき3.3㎡
2歳未満の子ども1人につき1.65㎡

国施行規則で定める5つの事業のうち、3つ以上の事業を選択し実
施

同左

原則、11時間開園 11時間開園に努める

子育て支援事業 審査基準

開園時間 審査基準

通園上の配慮 審査基準

園舎・園庭の
同一敷地への設置

条例

園舎の面積 条例

園庭の面積 条例

施設設備（必置） 条例

保育室等の面積 条例

保育の必要な子どもへ
の食事の提供方法

条例

園長資格 ―

項目 根拠 幼保連携型認定こども園 幼稚園型・保育所型・認可外施設型認定こども園

１学級の幼児数 条例

職員（必置） 条例

職員配置 条例

同左

認定こども園の長、（3歳未満の子どもに対し）保育士、（3歳以上の
子どもに対し）幼稚園教諭免許状・保育士資格を併有する者

同左

（3歳）
（4・5歳）

25人以下（知事が認める場合は35人以下も可）
35人以下

（0歳）
（1・2歳）

3：1
6：1

（3歳）
（4・5歳）

20：1
30：1

園長、保育教諭等、調理員
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